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農林水産関係設計材料単価決定要領の運用 新旧対照表 

 

 

改定後 改定前 

 

農林水産関係設計材料単価決定要領の運用 

 

（総則）       

第１条 本運用は、農林水産関係設計材料単価決定要領（以下、「要領」という。）に基づき、必要な細目について

定めるものである。 

 

（特別調査単価の調査方法及び調査時期） 

第２条 要領第７条にいう特別調査単価の調査方法及び調査時期は下記による。 

   二 調査時期（予定） 

区 分 依頼時期 調査時期 結果通知 適 用 日 備 考 

第１回 ２月末日 ６月初旬 ６月下旬 結果通知日以降  

第２回 ６月末日 ９月初旬 ９月下旬 結果通知日以降  

第３回 11月末日 ３月初旬 ４月上旬 結果通知日以降  

大型補正予算に係る工事発注等で臨時に特別調査が必要となった場合は、上表とは別に物価調査機関に

委託できるものとする。この場合、農林基盤局長は、依頼時期等を定め、農林水産事務所長（本庁にあっ

ては事業担当課長）に調査の実施を通知する。 
 
（設計単価の区分） 
第３条 設計単価のうち、地域ごとに定める単価（以下、「地区資材単価」という。）は、原則として施工箇所が属

する市町村の地区資材単価を適用する。 ただし、地区資材単価をそのまま適用することが著しく適正を欠

く恐れのある場合は、充分検討の上、隣接地域の設計単価を適用することができるものとする。 

なお、その場合は事前に本庁担当課と協議しなければならない。 

 

（決裁） 

第６条 要領第８条により個別見積単価を決定する場合、見積徴取課内決裁により見積り依頼先及び単価の決定を

行うものとする。 

 
（附則）  

  この運用は、平成３１年 ４月 １日から実施する。 
（附則）  
  この運用は、令和５年 ７月 １日から実施する。 
 

  

農林水産部（農地林務関係）設計材料単価決定要領の運用 

 

（総則）       

第１条 本運用は、農地林務水産関係設計材料単価決定要領（以下、「要領」という。）に基づき、必要な細目につ

いて定めるものである。 

 

（特別調査単価の調査方法及び調査時期） 

第２条 要領第７条にいう特別調査単価の調査方法及び調査時期は下記による。 

   二 調査時期（予定） 

区 分 依頼時期 調査時期 結果通知 適 用 日 備 考 

第１回 ２月末日 ６月初旬 ６月下旬 結果通知日以降  

第２回 ６月末日 ９月初旬 ９月下旬 結果通知日以降  

第３回 11月末日 ３月初旬 ４月下旬 結果通知日以降  

大型補正予算に係る工事発注等で臨時に特別調査が必要となった場合は、上表とは別に物価調査機関に

委託できるものとする。この場合、部長は、依頼時期等を定め、農林水産事務所長（本庁にあっては事業

担当課長）に調査の実施を通知する。 
 
（設計単価の区分） 
第３条 設計単価のうち、地域ごとに定める単価（以下、「地区資材単価」という。）は、原則として施工ヵ所が属

する市町村の地区資材単価を適用する。 ただし、地区資材単価をそのまま適用することが著しく適正を欠

く恐れのある場合は、充分検討の上、隣接地域の設計単価を適用することができるものとする。 

なお、その場合は事前に本庁担当課と協議しなければならない。 

 

（決裁） 

第６条 要領第８条により個別見積単価を決定する場合、見積徴収課内決裁により見積り依頼先及び単価の決定を

行うものとする。 

  
（附則）  
  この運用は、平成３１年 ４月 １日から実施する。 
 
 


